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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

（注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な連結経営指標等の推移については
記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
３ 当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 
４ 第24期の１株当たり配当額には株式上場記念配当２円、また第25期の１株当たり配当金には特別配当２円を含んでおりま
す。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,082,659 1,124,096 1,236,986 2,518,857 2,739,922 

経常利益 (千円) 37,145 71,886 92,442 347,146 422,986 

中間(当期)純利益 (千円) 17,541 36,350 55,292 176,451 242,694 

持分法を適用した場合 
の投資利益 (千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 387,800 387,800 387,800 387,800 387,800 

発行済株式総数 (株) 5,300,000 5,300,000 5,300,000 5,300,000 5,300,000 

純資産額 (千円) 2,495,111 2,629,302 2,819,300 2,652,896 2,848,263 

総資産額 (千円) 3,004,921 3,152,468 3,411,375 3,300,485 3,572,588 

１株当たり純資産額 (円) 470.78 496.09 531.94 498.47 534.86 

１株当たり中間(当期) 
純利益 (円) 3.65 6.86 10.43 32.76 43.24 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 (円) ― ― ― ― ― 

１株当たり中間(年間) 
配当額 (円) ― ― ― 10.00 12.00 

自己資本比率 (％) 83.0 83.4 82.6 80.4 79.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △5,217 29,698 30,484 145,957 229,005 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 11,281 △156,484 △107,772 △144,237 △176,281 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 187,950 △52,586 △63,325 187,950 △52,766 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 (千円) 1,047,832 864,115 902,833 1,043,488 1,043,446 

従業員数 (名) 160 167 165 159 164 
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２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社の営む事業内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

（１）提出会社の状況 
                            平成16年９月30日現在 

（注）従業員数は、就業人員を示しております。 

  

（２）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 165 

4923/2005年



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

（１）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加や、中国・アメリカ経済の拡大を

背景とした輸出増等から景気は堅調に回復してきました。また、年金問題や雇用環境など先行不透明感を払拭でき

ない状況は続くものの、個人消費にようやく上向きが見受けられるようになり、国内景気は底堅いものとなってま

いりました。 

当業界におきましては、カラー市場の成長が止まったものの、幅広い普及により美容室におけるヘアカラーメニ

ューは確実に定着いたしましたが、一方では、繰り返しのカラーリングによる頭髪の損傷などから、消費者のヘア

ケアに対する関心も高まっております。この影響により、各メーカーとも損傷毛対策用のヘアケア製品に注力して

いることなどから企業間競争はさらに激化し、また、販売先である代理店や美容室の市場環境も目まぐるしく変化

するなど、依然として厳しい状況が続いております。 

このような状況のもと当社は、刻々と変化する社会環境や経済環境の中で、市場の変化に対応できる体制を整え

るため経営管理体制を強化し、また、顧客ニーズにあった製品やサービスの提供のため、市場動向の迅速な把握と

的確な対応に向け、ソフト面の充実を図ることから当期をスタートし、業容の拡大に努めてまいりました。 

前期に東京支店の移転と同時に顧客支援設備として併設した研修スタジオは、当期より本格的に機能しており、

当社の営業活動における新たな設備としての存在価値を高めております。また、同支店においては、東京という地

域性を考慮した梱包・配送等の物流体制のアウトソーシング化により営業の効率を高めており、より生産性と収益

性を向上させる営業体制の確立を行っております。 

売上高の状況といたしましては、本年２月に発売した新規参入となる「カラー剤」の推進を当期の営業課題に挙

げ拡販強化に注力したことから、取扱店数、売上実績とも堅調に推移しております。また、整髪料の新製品として

新たなシリーズとなる「コタ キュアデュ」を７月にＴ－ＬＩＮＥ（トリートメント効果の高いベース化粧品）４

品目、９月にＭ－ＬＩＮＥ（スタイリング性を重視したメイク化粧品）５品目を発売し、着実な支持のもと下降傾

向にあった整髪料の回復に繋がり、売上高としては前年実績を上回ることが出来ました。なお、同シリーズとして

は、来年２月にスタイリングの仕上げに使用する２品目の発売を予定しており、引き続き高い支持が得られる提案

営業に注力いたします。 

一方費用面におきましては、上述したカラー剤および整髪料等の拡販強化に伴う直接販売費の増加、経営管理体

制強化へ向けての役員増員に伴う人件費の増加、また販売先である美容室を対象とした国内主要都市（４箇所）で

の経営者セミナーの実施等により販売費及び一般管理費が68,884千円増加（前年同期比9.4％増）いたしました。し

かしながら、粗利益率の高い製品が伸長していることなどから売上原価率は前年比0.9ポイントの低下となりまし

た。 

これらの結果、当中間会計期間の業績は、売上高1,236,986千円（前年同期比10.0%増）、営業利益91,414千円

（前年同期比33.5%増）、経常利益92,442千円（前年同期比28.6%増）、中間純利益55,292千円（前年同期比52.1%

増）となりました。 
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なお、分類別売上高の状況は次のとおりであります。 

① トイレタリー 

トイレタリー市場につきましては、ヘアカラーの普及に伴い、消費者の損傷毛に対する意識が高まる中、メーカ

ー各社ともトリートメント効果を中心とした製品の開発および拡販に注力する傾向が見受けられます。 

当社におきましても、前期に発売した「コタ アイケア」シリーズのシャンプーおよびトリートメントＫ・Ｙが

当期でも引き続きお客様から高い支持をいただいており好調に推移しました。ただこれらの製品は発売時（昨年５

月）での販売推進の影響が大きく、当期の売上計画どおりに推移しているものの、当中間期の売上高は591,045千円

（前年同期比10.1%減）となりました。 

② 整髪料 

整髪料は、若年層を中心としたヘアスタイルの多様化がさらに進み、その対応に向けた多品種化により企業間競

争が一段と激しさを増し、受注数量・価格の低下は業界全体に拡大してきております。 

このような情勢のもと当社といたしましては、お客様のニーズに的確に対応できる高品質で誰からも愛される優

れた製品の提供、また、取引先の美容室に対する徹底した「来店客へのカウンセリングおよびヘアスタイルアドバ

イスの強化」の提案に努めてまいりました。 

当中間期は、新たなシリーズとなる新製品として、７月に髪の状態と求める質感に多様に対応できるベースコン

トロールをコンセプトとした「コタ キュアデュ」Ｔ－ＬＩＮＥを４品目、そして９月にはお客様の多彩なリクエ

ストに応えるべく、優れたスタイリング性と求める質感および頭髪内部からの補修性能を取り揃えた「コタ キュ

アデュ」Ｍ－ＬＩＮＥを５品目、それぞれ発売いたしました。これらはヘアケアとスタイリングを同時に実現でき

るという品質・性能とも非常に優れた新しいブランドの整髪料としてご好評をいただいており、この結果、売上高

は348,242千円（前年同期比53.8%増）と昨年を上回ることが出来ました。 

また、来年２月には、同じく「コタ キュアデュ」シリーズとして新しい製品の発売を予定しており、更なる拡

販を見込んでおります。 

③ カラー剤 

当業界において、今や中枢ともいわれるヘアカラー市場も、若年層を中心に普及したファッションカラーが一巡

したことで成長が止まったとされております。ここ近年、高明度カラーとされるファッションへの飽きやダメージ

レスな頭髪への意識の高まりから、中・高年層を中心として中・低明度カラーに代表されるグレイカラーへと移り

をみせており、今後のヘアカラー市場におきましても、さらに企業間競争が激化するとされています。 

当社におきましては、本年２月に発売した当社初のグレイカラー「コタ カラーアート グレイ」が当中間期も

堅調に推移しており、既存取引先美容室への納品、新規口座の開拓により着実に支持率を向上させております。当

該製品は、中長期的に当社の基幹製品としての増収基盤確立へ向け、引き続き販売に注力してまいります。当中間

期の売上高は86,207千円（前年同期比322.1%増）と昨年を大きく上回る結果となりました。 
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④ 育毛剤 

美容室ルートにおける育毛剤は、値頃感のある一般ルートへと需要がシフトしたこともあり、市場規模は減少傾

向にあります。 

このような情勢のもと、当中間期は５～６月にキャンペーン販売の実施による拡販に注力したことなどから、当

中間期の売上高は28,832千円（前年同期比23.6％増）となりました。 

⑤ パーマ剤 

パーマ剤は、ヘアスタイルのトレンドに左右されやすく、近年はヘアカラーへの施術需要のシフトにより、市場

規模としては一部に新たな製品開発による市場開拓の動向も見受けられますが、依然として減少傾向にあります。 

当社におきましては、本年１月に発売したパーマ剤（縮毛矯正剤）「コタ ストレートコンポ ＨＳ」や、パー

マ臭を取り除く「ＲＥ－ＦＲＥＥ」が堅調に推移したものの、当中間期の売上高は昨年とほぼ変わらず105,020千円

（前年同期比0.3％減）となりました。 

⑥ 商品・受取販売手数料 

商品売上としては、美容室が販促用に使用するＤＭ・チラシ等の印刷物や、施術時に使用する美容小物品等が安

定的な売上となっておりましたが、近年は美容室のコストダウンによる販促物の縮小傾向が避けられない状況が続

いております。また美容室の改装・支店出店等に伴う美容器具類の販売や、店舗増改築の際に業者から受け取る仲

介手数料等については、不定期かつ金額もかさむことから、売上高に大きく影響する場合があります。 

当中間期は、これらの影響も受け、売上高は77,639千円（前年同期比14.9％減）と昨年を下回る結果となりまし

た。 

  
（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ140,613千円減少

し、902,833千円（前年同期比38,717千円増）となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フローは、30,484千円（前年同期比786千円増）となりました。これは、売上高の

増加等により税引前中間純利益が100,782千円となったことに加え、減価償却費が37,964千円および売上債権の減

少が219,937千円あり、たな卸資産の増加97,302千円および法人税等の支払122,292千円の減少要因を吸収し、増

加したものであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フローは、△107,772千円（前年同期比48,712千円減）となりました。これは、主

に有形固定資産の取得による支出82,503千円および投資有価証券（リスクの少ない金融商品の運用）の取得によ

る支出37,240千円によるものであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フローは、△63,325千円（前年同期比10,739千円増）となりました。これは、配

当金の支出によるものであります。 

4923/2005年



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当中間会計期間における品目別の生産実績は、次のとおりであります。 

(注) 上記金額は「生産本数×代理店納入価」により算出しており、消費税等は含まれておりません。 
  
（２）商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績は、次のとおりであります。 

（注）１ 上記金額は実際仕入額であり、消費税等は含まれておりません。 
２ 商品の主な内容は、美容室で利用されるダイレクトメールやチラシ等の販促物のほか、美容機材、施術時に使用する美容
小物品等であります。 

  
（３）受注実績 

該当事項はありません。 
  
（４）販売実績 

当中間会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 
２ 総販売実績のうち輸出高は16,278千円(総販売実績に占める割合1.3％)であります。 
３ 総販売実績に対する売上高の割合が10％を超える販売先はありません。 
４ 商品の主な内容は、美容室で利用されるダイレクトメールやチラシ等の販促物のほか、美容器具、施術時に使用する美容
小物品等であります。 

５ 受取販売手数料は、美容室等の店舗増改築及び美容室専用の集客支援ソフト推進による業者等から受け取る紹介手数料等
であります。 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

トイレタリー 565,542 68.7 

整髪料 501,406 206.1 

カラー剤 141,913 596.3 

育毛剤 36,359 169.2 

パーマ剤 90,134 85.7 

合計 1,335,356 109.8 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

商品 61,705 93.0 

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

製品 

トイレタリー 591,045 89.9 

整髪料 348,242 153.8 

カラー剤 86,207 422.1 

育毛剤 28,832 123.6 

パーマ剤 105,020 99.7 

小計 1,159,346 112.3 

商品 67,330 81.4 

受取販売手数料 10,309 120.2 

合計 1,236,986 110.0 
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３ 【対処すべき課題】 

当中間期においては、前期末より東京支店で試験的に実施している営業活動の効率化を目的とした物流業務（出

荷・配達等）のアウトソーシング化について、その効果は除々に表れてきております。 

これらを踏まえ、他の支店・営業所（直販部門）においても、物流業務を営業業務から分離し、それにより得られ

た時間で営業員教育の強化等、当社の営業基本スタイルであるコンサルティングセールス（提案営業）をさらに質の

高いものへ構築するよう、今後の営業体制の効率化へ向けての基礎改善を新たな課題として取り組む所存でありま

す。 

  
４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  
５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は時代とともに変化する市場ニーズに適合し、環境、人体、頭髪に優しい高品質の製品開発に

重点を置いております。社内に設置している製品開発委員会において市場動向、価格、原料、品質、コンセプト等を

検討し、その結果を受けながら研究部において開発を進める体制をとっております。 

当中間会計期間の研究開発活動及びその成果は次のとおりです。 

（１）製品開発 

  ① パーマ剤 

     ヘアカラーの普及に伴い、毛髪ダメージの少ない製品や毛髪ダメージの防止・修復の必要性や要望が高ま

り、この要望に応えるカーリング剤およびパーマ及びカラー用の処理剤の開発に取り組んでおります。 

  
   ② 整髪料 

     ヘアカラーの普及に伴う、毛髪ダメージの防止・修復の要望やヘアスタイルの変遷に応え、ダメージの度

合い、髪質、ヘアスタイル等により選定できる製品「キュアデュ」シリーズを開発いたしました。 

     これにより、整髪料部門における製品力の強化につながりました。 

  
   ③ カラー剤 

     毛髪損傷を抑え、且つ頭皮への刺激や刺激臭が少なく、白髪への染着力に優れるグレイヘア用ヘアカラー

剤「コタ カラーアート グレイ」の幅を拡げる追加色の開発に取り組んでおります。 

  
 （２）基礎研究 

     継続して基礎研究の課題である毛髪損傷機構を物理化学的に解明し、効果的なダメージ防止・修復を目的

として、外部研究機関等と共同で研究を行っております。 

     今後も変化する市場ニーズに適合した、環境、人体、頭皮に優しい製品開発を前提に研究開発を進めてま

いります。 

 なお、当中間会計期間に支出した研究開発費は45,170千円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備計画の変更 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、管理部門社屋建設については、将来を見据えた営業支援設備等の

拡充により、次のように変更いたしました。 
  

（注）１ 当初の計画に比べ、投資予定額が70,000千円増加することとなりました。 
２ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

（２）重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 
  

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
（所在地） 設備の内容 

投資予定額(千円) 
資金調達方法 着手年月 完了予定年月 

総額 既支払額 

本社 
(京都府久世郡 
久御山町) 

管理部門社屋建設 270,000 0 自己資金 平成16年７月 平成17年３月 

事業所名 
（所在地） 設備の内容 投資額(千円) 完了年月 

工場 
(京都府久世郡久御山町) 機械装置（チューブ充填機） 23,809 平成16年７月 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

（注）完全議決権株式であり、議決権の行使について特に制限はありません。 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

（３）【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 中間会計期間末現在発行数(株) 
(平成16年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成16年12月22日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 内容 

普通株式 5,300,000 5,300,000 大阪証券取引所 
(市場第二部) (注) 

計 5,300,000 5,300,000 ― ― 

年月日 発行済株式総数 
増減数 (株) 

発行済株式総 
数残高 (株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金増 
減額 (千円) 

資本準備金残 
高 (千円) 

平成16年９月30日 ― 5,300,000 ― 387,800 ― 330,800 
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（４）【大株主の状況】 
平成16年９月30日現在 

  

（５）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成16年９月30日現在 

（注）１ 議決権の行使について特に制限はありません。 
２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれておりま
す。 

  

氏名又は名称 住所 所有株式数(株) 発行済株式総数に対する 所有株式数の割合(％) 

有限会社英和商事  京都市山科区大塚高岩６―37 886,000 16.72 

小 田 英 二 京都市山科区大塚高岩６―37 575,000 10.85 

コタ従業員持株会 京都府久世郡久御山町田井新荒見77 291,000 5.49 

小 田 博 英 京都府宇治市羽戸山２丁目１―172 217,000 4.09 

小 田 和 子 京都市山科区大塚高岩６―37 176,000 3.32 

小 田   治 京都市右京区嵯峨野嵯峨ノ段町15―29 160,000 3.02 

加 藤 賢 二 滋賀県大津市大萱１丁目３―13―1002 122,000 2.30 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 100,000 1.89 

大成化工株式会社 大阪市北区本庄西２丁目12―20 100,000 1.89 

斎 藤 義 継 京都市伏見区淀樋爪町160―13 91,000 1.72 

計 ― 2,718,000 51.28 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,300,000 5,300 (注)１．２ 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 5,300,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 5,300 ― 
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② 【自己株式等】 
平成16年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 自己名義所有 

株式数(株) 
他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成16年 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 516 510 590 619 585 600 

最低(円) 433 437 465 570 550 557 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

ただし、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人和宏事務所によ

り中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため中間連結財務諸表は作成しておりません。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

（１）【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  
（２）【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

    前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   103,928    69,517   80,140    

２ 受取手形   31,080    36,298   26,815    

３ 売掛金   272,851    316,343   545,775    

４ 有価証券   760,187    833,316   963,306    

５ たな卸資産   266,535    342,287   244,985    

６ その他   68,995    71,255   51,405    

７ 貸倒引当金   △249    △293   △409    

流動資産合計     1,503,330 47.7  1,668,725 48.9   1,912,018 53.5 

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物 ※２ 168,920    172,825   178,550    

(2) 土地 ※２ 914,751    914,751   914,751    

(3) その他   102,584    158,562   108,356    

有形固定資産合計   1,186,256    1,246,138   1,201,657    

２ 無形固定資産   23,799    39,233   22,390    

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券   293,415    300,146   297,221    

(2) その他   145,667    157,131   139,300    

投資その他の資産 
合計   439,082    457,278   436,521    

固定資産合計     1,649,138 52.3  1,742,650 51.1   1,660,570 46.5 

資産合計     3,152,468 100.0  3,411,375 100.0   3,572,588 100.0 

                 

4923/2005年



  

  

    前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金   45,380    61,949   67,983    

２ 賞与引当金   47,500    46,536   47,054    

３ 販売奨励引当金   48,026    42,511   ―    

４ その他 ※３ 115,007    149,616   341,459    

流動負債合計     255,914 8.1  300,612 8.8   456,496 12.8 

Ⅱ 固定負債                

１ 退職給付引当金   10,206    ―   ―    

２ 役員退職慰労引当金   201,740    233,150   211,640    

３ その他   55,305    58,312   56,187    

固定負債合計     267,251 8.5  291,462 8.6   267,827 7.5 

負債合計     523,165 16.6  592,075 17.4   724,324 20.3 

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     387,800 12.3  387,800 11.4   387,800 10.9 

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   330,800    330,800   330,800    

資本剰余金合計     330,800 10.5  330,800 9.7   330,800 9.2 

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   46,800    46,800   46,800    

２ 任意積立金   1,765,000    1,915,000   1,765,000    

３ 中間(当期) 
  未処分利益   102,794    137,331   309,139    

利益剰余金合計     1,914,594 60.7  2,099,131 61.5   2,120,939 59.4 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     △3,892 △0.1  1,568 0.0   8,724 0.2 

資本合計     2,629,302 83.4  2,819,300 82.6   2,848,263 79.7 

負債資本合計     3,152,468 100.0  3,411,375 100.0   3,572,588 100.0 
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② 【中間損益計算書】 
  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 金額(千円) 百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高     1,124,096 100.0  1,236,986 100.0   2,739,922 100.0 

Ⅱ 売上原価     319,986 28.5  341,053 27.6   773,277 28.2 

売上総利益     804,110 71.5  895,933 72.4   1,966,645 71.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     735,633 65.4  804,518 65.0   1,556,490 56.8 

営業利益     68,476 6.1  91,414 7.4   410,154 15.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１   8,953 0.8  10,866 0.9   25,689 0.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２   5,543 0.5  9,838 0.8   12,858 0.5 

経常利益     71,886 6.4  92,442 7.5   422,986 15.4 

Ⅵ 特別利益 ※３   118 0.0  8,824 0.7   ― ― 

Ⅶ 特別損失 ※４   ― ―  485 0.0   3,402 0.1 

税引前中間(当期) 
純利益     72,005 6.4  100,782 8.2   419,584 15.3 

法人税、住民税 
及び事業税   54,232    60,442   183,489    

法人税等調整額   △18,577 35,655 3.2 △14,952 45,489 3.7 △6,600 176,889 6.5 

中間(当期)純利益     36,350 3.2  55,292 4.5   242,694 8.8 

前期繰越利益     66,444   82,039    66,444  

中間(当期) 
未処分利益     102,794   137,331    309,139  
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③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

   
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 税引前中間(当期)純利益  72,005 100,782 419,584 

２ 減価償却費  27,687 37,964 62,134 

３ 投資有価証券売却益  ― △8,463 ― 

４ 固定資産除却損  ― ― 3,402 

５ 退職給付引当金の減少額  △9,165 ― △19,371 

６ 貸倒引当金の増減額  △118 △115 41 

７ 賞与引当金の増減額  2,926 △518 2,480 

８ 役員退職慰労引当金の増加額  9,950 21,510 19,850 

９ 販売奨励引当金の増加額  48,026 42,511 ― 

10 受取利息及び受取配当金  △6,287 △7,903 △17,442 

11 売上債権の増減額  201,147 219,937 △67,511 

12 たな卸資産の増加額  △101,850 △97,302 △80,300 

13 仕入債務の増減額  6,598 △6,034 29,201 

14 役員賞与の支払額  △11,000 △13,500 △11,000 

15 その他  △100,576 △144,954 42,365 

小計  139,341 143,913 383,432 

16 利息及び配当金の受取額  6,289 8,863 16,463 
17 法人税等の支払額  △115,932 △122,292 △170,889 
営業活動による 
キャッシュ・フロー  29,698 30,484 229,005 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 投資有価証券取得による支出  △277,734 △37,240 △357,366 

２ 投資有価証券売却による収入  200,220 30,771 297,179 

３ 有形固定資産取得による支出  △59,770 △82,503 △96,894 

４ その他  △19,200 △18,800 △19,200 
投資活動による 
キャッシュ・フロー  △156,484 △107,772 △176,281 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 配当金の支払額  △52,586 △63,325 △52,766 
財務活動による 
キャッシュ・フロー  △52,586 △63,325 △52,766 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  △179,372 △140,613 △41 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高  1,043,488 1,043,446 1,043,488 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高  864,115 902,833 1,043,446 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 資産の評価基準及 
  び評価方法 

(1) 有価証券 
  満期保有目的の債券 
   償却原価法(定額法) 

(1) 有価証券 
  満期保有目的の債券 

同左 

(1) 有価証券 
  満期保有目的の債券 

同左 
    その他有価証券 

   時価のあるもの 
    中間決算末日の市

場価格等に基づく時
価法(評価差額は全
部資本直入法により
処理し、売却原価は
移動平均法により算
定しております) 

  その他有価証券 
   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算末日の市場価

格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定し
ております) 

     時価のないもの 
    移動平均法に基づ

く原価法 

   時価のないもの 
同左 

   時価のないもの 
同左 

  (2) たな卸資産 
  商品・製品・原材料・
仕掛品 

   総平均法に基づく原
価法 

(2) たな卸資産 
  商品・製品・原材料・
仕掛品 

同左 

(2) たな卸資産 
  商品・製品・原材料・
仕掛品 

同左 

    貯蔵品 
   移動平均法に基づく
原価法 

  貯蔵品 
同左 

  貯蔵品 
同左 

２ 固定資産の減価償 
  却の方法 

(1) 有形固定資産 
  定率法 
   なお、耐用年数及び
残存価格については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ております。 

   ただし、平成10年４
月１日以降に取得した
建物(建物附属設備を
除く)については、定
額法によっておりま
す。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

  (2) 無形固定資産 
  定額法 
   ただし、自社利用の
ソフトウェアについて
は、社内における利用
可能期間(５年)による
定額法によっておりま
す。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

  (3) 長期前払費用 
  定額法 

(3) 長期前払費用 
同左 

(3) 長期前払費用 
同左 
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項目 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒による損失
に備えるため、一般債権
については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別
に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上し
ております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
  従業員に対して支給す
る賞与の支出に備えるた
め、支給対象期間に応じ
た支給見込額を計上して
おります。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 

  (3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当中間会計期
間末における退職給付債
務及び年金資産残高に基
づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
同左 

(3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当会計期間末
における退職給付債務及
び年金資産残高に基づき
計上しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 
  役員退職慰労金として
内規に基づく必要額を計
上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
同左 

(4) 役員退職慰労引当金 
同左 

  (5) 販売奨励引当金 
  当中間会計期間の売上
に係る割戻金等の支払い
に充てるため代理店等へ
の売上高に対して契約に
基づく割戻金等の支払見
込額を計上しておりま
す。 

(5) 販売奨励引当金 
同左 

――― 

４ 中間キャッシュ・ 
  フロー計算書(キ 
  ャッシュ・フロー 
  計算書)における 
  資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金
及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な
現金及び換金可能であり、
かつ価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還
期限が到来する短期投資で
あります。 

同左  キャッシュ・フロー計算
書における資金(現金及び
現金同等物)は、手許現
金、随時引き出し可能な現
金及び換金可能であり、か
つ価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期
限が到来する短期投資であ
ります。 

５ その他中間財務諸 
  表(財務諸表)作成 
  のための基本とな 
  る重要な事項 

消費税等の会計処理 
 消費税等については税抜
方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 
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表示方法の変更 
  

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

(中間貸借対照表) 
 前中間会計期間において固定資産の「投資その他の
資産」に含めて表示しておりました「投資有価証券」
（前中間会計期間79,113千円）については、資産総額
の100分の５超となったため、当中間会計期間より区分
掲記しております。 

――― 
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追加情報 
  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

―――  「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第９号）が平成
15年３月31日に公布され、平成16年
４月１日以後に開始する事業年度よ
り外形標準課税制度が導入されたこ
とに伴い、当中間会計期間から「法
人事業税における外形標準課税部分
の損益計算書上の表示についての実
務上の取扱い」（平成16年２月13日 
企業会計基準委員会 実務対応報告
第12号）に従い法人事業税の付加価
値割及び資本割については、販売費
及び一般管理費に計上しておりま
す。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が3,021千円増加し、営業利益、経
常利益及び税引前中間純利益が
3,021千円減少しております。 

――― 

前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

579,987千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

587,900千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

560,657千円 
      
※２ 担保に供している資産並びに
対応債務 
担保に供している資産 
建物 59,584千円
土地 282,835千円
合計 342,420千円

※２ 担保に供している資産並びに
対応債務 
担保に供している資産 
建物 58,349千円
土地 282,835千円
合計 341,185千円

※２ 担保に供している資産並びに
対応債務 
担保に供している資産 
建物 60,302千円
土地 282,835千円
合計 343,138千円

   対応債務 
    該当事項はありません。 

   対応債務 
    該当事項はありません。 

   対応債務 
    該当事項はありません。 

      
※３ 仮払消費税等及び仮受消費税
等は、相殺の上、流動負債の
「その他」に含めて表示してお
ります。 

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税
等は、相殺の上、流動負債の
「その他」に含めて表示してお
ります。 

※３     ――― 

4923/2005年



(中間損益計算書関係) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
受取配当金 923千円
賃貸収入 1,884千円
有価証券利息 5,363千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
受取配当金 1,510千円
賃貸収入 1,876千円
有価証券利息 6,391千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
受取配当金 1,183千円
賃貸収入 3,762千円
有価証券利息 16,258千円

      
※２ 営業外費用のうち主要なもの 

たな卸資産 
廃棄損 2,952千円

賃貸費用 1,261千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 
たな卸資産 
廃棄損 4,853千円

賃貸費用 1,438千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 
たな卸資産 
廃棄損 5,646千円

賃貸費用 2,600千円
      
※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 118千円
※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 
売却益 

8,463千円

貸倒引当金戻入益 115千円

※３     ――― 

      
※４     ――― ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 485千円
※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 3,402千円

      
 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 26,278千円
無形固定資産 1,408千円

 ５ 減価償却実施額 
有形固定資産 34,253千円
無形固定資産 3,710千円

 ５ 減価償却実施額 
有形固定資産 59,068千円
無形固定資産 2,707千円

      
 ６ 当社の売上高は、主要販売先
である美容室の需要の季節変動
により上半期に比べて下半期に
多く計上されるため、上半期の
売上高と下半期の売上高との間
に著しい相違があります。 

   なお、当中間会計期末に至る
１年間の売上高及び営業費用
は、次のとおりであります。 

 ６ 当社の売上高は、主要販売先
である美容室の需要の季節変動
により上半期に比べて下半期に
多く計上されるため、上半期の
売上高と下半期の売上高との間
に著しい相違があります。 

   なお、当中間会計期末に至る
１年間の売上高及び営業費用
は、次のとおりであります。 

――― 

  

  売上高 
(千円) 

営業費用 
(千円) 

前事業年 
度の下期 1,436,197 1,118,844 

当中間 
会計期間 1,124,096 1,055,620 

合計 2,560,293 2,174,464 

  

  売上高 
(千円) 

営業費用 
(千円) 

前事業年 
度の下期 1,615,825 1,274,147 

当中間 
会計期間 1,236,986 1,145,571 

合計 2,852,811 2,419,718 

  

4923/2005年



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  
  

(リース取引関係) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 103,928千円
有価証券勘定 760,187千円
現金及び 
現金同等物 864,115千円

 現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 69,517千円
有価証券勘定 833,316千円
現金及び 
現金同等物 902,833千円

 現金及び現金同等物の期末残高と
貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係 

  

現金及び預金勘定 80,140千円
有価証券勘定 963,306千円
現金及び 
現金同等物 1,043,446千円

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 
  

同左 
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(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 
  

  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ情報) 
  

  

(持分法損益等) 
  

 

区分 前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

(1) その他有価証券 取得原価 
(千円) 

中間貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価 
(千円) 

中間貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価 
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

  株式 19,121 23,182 4,060 19,841 29,512 9,670 19,121 30,342 11,220 

  非上場外国債券 227,244 216,679 △10,564 171,693 150,983 △20,709 171,667 164,780 △6,886 

  その他 ― ― ― 44,326 57,996 13,670 38,250 48,545 10,295 

合計 246,365 239,861 △6,504 235,860 238,491 2,630 229,038 243,667 14,628 

区分 前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 中間貸借対照表計上額 
(千円) 

中間貸借対照表計上額 
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

  非上場国内債券 30,000 40,051 30,000 

合計 30,000 40,051 30,000 

(2) その他有価証券 中間貸借対照表計上額 
(千円) 

中間貸借対照表計上額 
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

  非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 23,554 21,604 23,554 

  マネー・マネジメント・ 
  ファンド 650,109 733,295 853,223 

  フリー・ファイナンシャル・ 
  ファンド 50,043 50,045 50,044 

  中期国債ファンド 60,035 49,975 60,038 

合計 783,741 854,920 986,860 

前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

 当社は、デリバディブ取引を全く
行っておりませんので、該当事項は
ありません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 関連会社がないため、該当事項は
ありません。 

同左 
  

同左 
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(１株当たり情報) 
  

  
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 496円09銭 531円94銭 534円86銭 

１株当たり中間(当期)
純利益 

6円86銭 10円43銭 43円24銭 

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

 潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 

同左 同左 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

中間(当期)純利益(千円) 36,350 55,292 242,694 

普通株主に帰属しない金額(千円) 0 0 13,500 

(うち利益処分による役員賞与金) (0) (0) (13,500) 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(千円) 36,350 55,292 229,194 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,300,000 5,300,000 5,300,000 
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（２）【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第９号(代表取締役の異動)
の規定に基づくもの 

  平成16年４月１日 
近畿財務局長に提出 

          
(2) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第25期) 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日   

平成16年６月25日 
近畿財務局長に提出 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  

平成15年12月17日

コタ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコタ株

式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第25期事業年度の中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、コタ株式会社の平成15年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成15年４月１日か

ら平成15年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

  

 

 

監査法人和宏事務所 

代表社員 
関与社員   公認会計士  高  木  快  雄  ㊞ 

代表社員 
関与社員   公認会計士  南     幸  治  ㊞ 

関与社員   公認会計士  大  嶋     豊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管
しております。 

4923/2005年



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月22日

コタ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコタ株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第26期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、コタ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 

 

監査法人和宏事務所 

代表社員 
業務執行社員   公認会計士  高  木  快  雄  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員   公認会計士  南     幸  治  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  大  嶋     豊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管
しております。 

4923/2005年




